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9条生かした平和外交こそ
希望ある未来をひらく道
日本 国 憲 法

第二章 戦争の放棄

第 9条  日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に
希求し、国権の発動たる戦争と、武力による威嚇又は武力の行使は、

国際紛争を解決する手段としては、永久にこれを放棄する。

前項の目的を達するため、陸海空軍その他の戦力は、これを保持しない。

国の交戦権は、これを認めない。

自
民
党
な
ど
は
、
北
朝
鮮

の
国
連
決
議
を
無
視
し
た
核
兵
器

・
ミ
サ
イ
ル
開
発

の
暴
挙
、
中

国
の
南
シ
ナ
海
紛
争
な
ど
を
利
用
し
て
、
集
団
的
自
衛
権
を
備
え
な
い
と
、
「中
国

・
北
朝
鮮

の

脅
威
か
ら
国
を
守
れ
な

い
」
と
い
っ
て
い
ま
す
。

中
国

ｏ
北
朝
鮮
問
題
を
利
用
し
た

安
保
法
制
＝
戦
争
法
の

合
理
化
は
成
り
立
た
な
い

安
保
法
制
＝
戦
争
法
に
は
、

「戦
闘
地
域
」
で
の
米
軍
等

ヘ

の
兵
靖
の
拡
大
、
戦
乱
が
続

い
て
い
る
地
域
で
の
治
安
活

動
、
地
球
の
ど
こ
で
も
米
軍

を
守
る
た
め
の
武
器
使
用
、

そ
し
て
集
団
的
自
衛
権
の
行

使
―
自
衛
隊
の
海
外
で
の
武

力
行
使
を
可
能
に
す
る
仕
組

み
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

集
団
的
自
衛
権
の
行
使
と

は
、
日
本
に
対
し
て
武
力
攻

撃
を
し
て
い
な
い
国
に
対
し
、

日
本
の
側
か
ら
武
力
の
行
使

を
す
る
こ
と
で
す
。
そ
れ

は
、
相
手
国
か
ら
見
れ
ば
、

事
実
の
問
題
と
し
て
、
日
本

に
よ
る
先
制
攻
撃
と
な
り

ま
す
。
　
そ
れ
は
、
相
手
国

に
、
日
本
を
攻
撃
す
る
大
義

名
分
を
与
え
、
国
民
の
命
を

守
る
の
で
は
な
く
、
国
民
を

進
ん
で
危
険
に
さ
ら
す
こ

と
に
な
り
ま
す

中
国
・北
朝
鮮
問
題
を
利

用
し
て
、安
保
法
制
＝
戦
争

法
を
合
理
化
す
る
こ
と
は
、

成
り
立
ち
ま
せ
ん
。

集
団
的
自
衛
権

の
抑
止

力
以
上
に
紛
争
に
巻
き

込
ま
れ
る
危
険

「わ
が
国
が
集
団
的
自
衛

権
の
行
使
と
し
て
…
…
第

二
国
に
武
力
攻
撃
の
矛
先

を
向
け
ま
す
と
、
そ
の
第

二
国
は
、
‥
…
・わ
が
国
に

対
し
て
攻
撃
の
矛
先
を
向

け
て
く
る
こ
と
は
必
定

（ひ

つ
じ
ょ
う
）
で
あ
り
、

集
団
的
自
衛
権
の
抑
止
力

以
上
に
紛
争
に
巻
き
込
ま

れ
る
危
険
を
覚
悟
し
な
け

れ
ば
な
ら
ず
、
バ
ラ
色

の

局
面
到
来
は
到
底
期
待
で

き
な
い
」
（大
森
政
輔
元
内

閣
法
制
局
長
官
）

リストラ0長時間労働 困つたこと.悩みがあつたら  秘密厳守
働くルールの 110番 ■L072-781-0122
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北

朝

鮮

問

題
―

国
連

安

保

理
決

議

に

も

と

づ

き

国
際

社

会

の

一
致

結

束

し
た
外

交

努

力

を

北
朝
鮮
に
よ

つ
て
核
実
験

が
行
わ
れ
、
事
実
上
の
弾
道
ミ

サ
イ
ル
発
射
は
、
国
連
決
議
に

違
反
す
る
暴
挙
で
あ
り
、
世
界

の
平
和
と
安
定

へ
の
重
大
な

脅
威

で
あ
る

こ
と

は
明
白

で

あ
り
、
日
本
共
産
党
は
強
い
抗

議
を
表
明
し
て
き
ま
し
た
。

解
決

の
方
法

は
対
話
し
か

あ
り
ま
せ
ん
。
対
話
の
場
は
６

カ
国
協
議
で
す
。
こ
れ
は
国
際

社

会

の

コ
ン

セ

ン
サ

ス
と

な

っ
て
い
ま
す
。

国
連
安
保
理
が
３
月
３
日
、

全
会

一
致

で
採
択
し
た
決
議

は
、
北
朝
鮮

へ
の
か

っ
て
な

い

厳
し

い
制
裁
措
置
を
決
定
す

る

一
方
、

「事
態

の
平
和
的
解

決
、
外
交
的
か

つ
政
治
的
解

決
」
、

「対
話
を
通
じ
た
平
和

的
か

つ
包
括
的
解
決
」
を
強

調
し
、
「緊
張
を
悪
化
さ
せ
る

恐
れ
の
あ
る
い
か
な
る
行
動

も
差
し
控
え
る
」
よ
う
各
国

に
呼
び
か
け
、
問
題

の
解
決

方

向

を
明

確

に
示

し
ま

し

た
。

そ
の
う
え
で
、
「
６
カ
国

協

議

へ
の
支

持

を

再
確

認

し
、
そ
の
再
開
を
よ
び
か
け
、

（朝
鮮
半
島
非
核
化
を
決
め

た
）

２
０
０
５
年
９
月
の
共

同
声
明
で
の
誓
約

へ
の
支
持

を
再
表
明
す
る
」
と
の
べ
て

い
ま
す
。

い
ま
国
際
社
会
に
求
め
ら

れ
て
い
る
の
は
、

こ
の
決
議

に
そ

つ
て
問
題
を

い
か
に
外

交
的
に
解
決
し
て
い
く
か
に

あ
り
、
制
裁
措
置
を
実
行
性

を
も

つ
て
全
面
的
に
実
施
す

る
目
的
も
、
事
態

の
外
交
的

解
決
に
置
か
れ
な
く
て
は
な

り
ま
せ
ん
。

南

シ
ナ

海

問

題
―

一
方

的

な

現

状

変

更

と

軍

事

的

緊

張

を

高

め

る
行

動

の
中

止

を

中
国
の
南
沙
諸
島

で
の
人

口
島

の
造
成
、
さ
ら
に
今
年

に
入

っ
て
か
ら
、

レ
ー
ダ
ー

の
設
置
や
、
西
沙
諸
島

で
の

ミ
サ
イ
ル
や
戦
闘
機

の
配
備

が
明
ら
か
に
な
り
ま
し
た
。

中
国
と
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ

（東

南

ア
ジ

ア
諸
国
連
合
）
諸
国

が
締
結
し
た

「南

シ
ナ
海
行

動
宣
一三

（
Ｄ
Ｏ
Ｃ
）
は
、
「現

在

無

人

の

島

嶼

（
と

う

し
ょ
）
、
岩
礁
、
浅
瀬
、
洲
そ

の
他

の
も
の

へ
の
居
住
を
慎

む
」
こ
と
を
求
め
、
「紛
争
を

複
雑
化
あ
る
い
は
激
化
さ
せ
、

ま
た
平
和
と
安
定
に
影
響
を

与
え
る
よ
う
な
行
動
を
自
制

す
る
」
Ｌ
規
定
し
て
お
り
、
中

国
の
行
動
は
こ
の
約
束
に
反

し
ま
す
。

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
諸
国

は

「南

シ
ナ
海
行
動
宣
言
」

（
Ｄ
Ｏ
Ｃ
）

の
遵
守

と
と
も

に
、
そ
れ
を

「南

シ
ナ
海
行
動

規
範
」
（
Ｃ
Ｏ
Ｃ
）
に
発
展
さ

せ
る
こ
と
を
ね
ば
り
強
く
追

求
し
て
い
ま
す
。　
日
本
政
府

が
行
う
べ
き
は
、
こ
う
し
た

対
話
に
よ
る
解
決
を
促
す
た

め
の
外
交
努
力
で
す
。

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
諸
国
連
合

は

Ｔ
Ａ
Ｃ

（東
南

ア
ジ

ア
友
好

協
力
条
約
）
を
締
結
し
、
こ
れ

を
土
台
に
し
て
、
あ
ら
ゆ
る

紛
争
を
話
し
合

い
で
解
決
す

る
枠
組
み
を

つ
く
り
あ
げ

て

い
ま
す
。
　

こ
の
枠
組
み
を
北

東
ア
ジ
ア
に
も
構
築
す
べ
く
、

日
本
共
産
党
は

「北
東

ア
ジ

ア
平
和
協
力
構
想
」

（別
項
）

を
提
唱
し
て
い
ま
す

日
本
共
産
党
三
菱
電
機
伊
丹
委
員
会
　
伊
丹
市
千
僧
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世

界

の

流

れ

は

、

軍

事

同

盟

に

代

わ

っ

て

地

域

の
平

和

共

同

体

日本共産党の 「北東 アジア平和協力構想」

①域内の平和のルールを定めた北東アジア規模の「友好協力条約」を締結する。

②北朝鮮問題を「6カ国協議」で解決し、この枠組みを地域の平和と安定の枠組み
に発展させる。

③領土問題の外交的解決をめざし、紛争をエスカレートさせない行動規範を結ぶ。
④日本が過去に行った侵略戦争と植民地支配の反省は不可欠の土台となる。


